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一般社団法人 長野県植物防疫協会

毎年、農薬を使用する機会が多くなる６月１日か

ら８月31日までの３ヶ月間、「農薬危害防止運動」

が全国一斉に実施されています。

本県でも、農政部、健康福祉部、環境部が連携し、

関係団体からの後援も受けて、この運動に取り組ん

でいるところです。運動の一環として、一般社団法

人長野県植物防疫協会及び全国農業協同組合連合会

長野県本部との共催により、「農薬適正使用研修会」

を６月３日にWebを中心に開催しました。

本年は生産者や防除事業者、ゴルフ場関係者など

の農薬使用者をはじめ、農産物直売所関係者、農薬

販売者、農業協同組合担当者、公共施設管理担当者

等に受講していただき、農薬適正使用等に関する知

識を深めていただきました。

研修内容は、農薬取締法や関係法令・要領等の制

度やGAP（農業生産工程管理）のほか、健康福祉部

から、毒物及び劇物の取扱いについて説明しました。

また、「薬剤抵抗性管理と農薬適正使用」と題し、

「FRAC」「IRAC」コードを活用したローテーショ

ン防除について、農業技術課の専門技術員が講義を

行いました。

【住宅地等における農薬使用について】

近年は、住宅地と農地の混在化等により、住宅地

等への農薬の飛散に関する相談が増加しています。

住宅地周辺や学校、公園など不特定多数の人が立ち

入る可能性がある場所で防除を行う際には、「住宅

地等における農薬使用について」の通知内容をご確

認ください。

https://www.pref.nagano.lg.jp/nogi/sangyo/nogyo/

hiryo/index.html（長野県ホームページ）

また、特に次の６つの項目について注意してくだ

さい。（以下、抜粋）

⑴農薬使用者は、病害虫に強い作物や品種の選定、

適切な土づくりや施肥の実施、防虫網等の物理的

防除等の活用により、農薬の使用量を抑えること。

⑵農薬使用者は、病害虫およびその被害発生の早期

発見に努め、被害の有無に関わらず定期的に農薬

を散布するのではなく、病害虫の発生動向に応じ

た適切な防除を行うこと。

⑶農薬取締法に基づいて登録された、対象作物に適

用のある農薬を、ラベルに記載されている使用方

法及び使用上の注意事項を守り、使用すること。
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⑷農薬散布は、無風又は風が弱いときに行うなど、

近隣に影響が少ない天候の日や時間帯を選び、風

向き、ノズルの向き等に注意するとともに、飛散

を抑制するノズルを使用する。また粒剤等の飛散

が少ない形状の農薬を使用する等、農薬の飛散防

止に最大限配慮すること。

⑸農薬を散布する場合は、事前に周辺住民に対して、

農薬の使用目的、散布日時、使用農薬の種類につ

いて十分な周知に努めること。特に散布区域の近

隣に学校や通学路がある場合は、児童・生徒、学

校施設へ農薬が飛散することがないよう、該当す

る学校や保護者等への周知を図り、時間等に最大

限配慮すること。

⑹農薬使用者は、農薬を使用した年月日、農薬の種

類又は名称、並びに使用した農薬の単位面積あた

りの使用量、希釈倍数等について記帳し、一定期

間保存すること。

また、この６項目以外にも、普段から周辺住民と

のコミュニケーションを図り、農薬使用者と周辺住

民とが良好な関係を築いていくことも大変重要なこ

とと考えます。

【長野県内での農薬に関わる事故の発生例】

近年では生産者をはじめ皆様のご協力により、人

畜に対して大きな被害や農薬基準値の超過事案など

は発生しておりません。しかし、過去には農薬の不

法投棄や農薬の不適切な取扱いなどによる河川への

流出事故などが起こっています。引き続き、農薬の

適正使用についてご理解、ご協力をお願い致します。

【全国で発生が多い事故と防止策】

農林水産省では、毎年農薬の使用に伴う事故及び

被害の発生状況を調査しています。

その調査によると、令和５年度に農薬の使用に伴

う人に対する事故や被害が20件（令和４年度：18件）

報告されています。毎年発生が多い事故事例と対策

について下記に記載しますので、ご確認いただきま

すようお願い致します。

⑴土壌くん蒸剤は揮発性が高く、適切な被覆を行わ

なかったことによる周辺住民の健康被害が報告さ

れています。土壌くん蒸剤を使用する際には、改

めて下記の事項に留意しましょう。

・土壌くん蒸剤を使用する場合は、農薬の容器に表

示された使用上の注意事項等に従い、防護マスク

などの防護装備の着用、施用直後に適切な材質、

厚さの資材を用いて被覆を完全に行うなどの安全

確保を徹底すること。

・住宅地等が風下になる場合には、土壌くん蒸剤の

使用を控える・高温期の処理を避けるなど、使用

場所、周辺の状況に十分配慮して防除を行うこと。

⑵農薬の誤飲・誤食による中毒事故は、毎年発生が

報告されており、過去には死亡事例も発生してい

ます。同様の事故を発生させないよう下記の事項

に留意しましょう。

・農薬やその希釈液、残渣等はペットボトル、ガラ

ス瓶等の飲食品の空容器等へ移し替えたりせず、

施錠された場所に保管する等、保管管理を徹底す

ること。

・誤って移し替えてしまうことがないよう、これら

の空容器等は農薬保管庫等の近くに置かないこと。

【蜜蜂に対する危害防止対策について】

蜜蜂は農薬に極めて敏感ですので、防除の実施に

際しては、蜜蜂の実態を十分把握しておきましょう。

地域ごとに蜜蜂農薬危被害対策連絡会議（事務局：

農業農村支援センター農業農村振興課）が設置され

ていますので、農薬の散布時期や飼育場所について

情報交換を行い、危被害の未然防止に努めましょう。

蜜蜂の活動が活発になる気温13～30℃での農薬散

布には注意しましょう。

【無人航空機による農薬散布について】

無人ヘリコプターを利用して農薬を散布する場合

のみ、散布予定日の２週間前までに長野県農業試験

場病害虫防除部に実施計画書の届出が必要です。ま

た、無人ヘリコプター及び無人マルチローター（ド

ローン）による農薬散布終了後は１か月以内に実施

報告書の届出が必要です。詳しくは、病害虫防除部

のホームページをご覧ください。

（https://www.pref.nagano.lg.jp/bojo/）

農薬は、安定的な農業生産に欠かせない資材です

が、その取扱い方法を誤ると、農産物や周辺環境・

住民、更には農薬使用者自身へ危害が及ぶ場合もあ

ります。このことを再認識いただき、農薬の適正使

用に努めていただきますようお願い致します。

（病害虫防除部ホームページ）
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農業共済と収入保険
NOSAI長野

日頃は、農業保険事業（収入保険事業及び農業共

済事業）にご理解とご協力をいただき感謝申し上げ

ます。

さて、NOSAI長野は県域合併して８年を経過し、

その間に農業経営収入保険が導入され、新たな「農

業保険法」として施行されています。

農業経営は、台風や豪雨・豪雪、凍霜害など激甚

化する自然災害による減収、市場価格の下落、さら

には資材・肥料等の高騰など、今まで経験が少なか

ったリスクにさらされ、経営安定に大きな影響を受

けています。

予測不能な自然災害等には、農業者自らが、農業

保険への加入で備えることが重要です。

NOSAI長野はこのような様々なリスクによる収

入の減少に備え、農業者のニーズに応じた保険を選

択できるよう、「全ての農家へ備えの種を」という

目標の下、これまで以上に無保険者を無くし、農業

共済と収入保険の普及推進・利用拡大を図っていき

ます。

国もまた、今後発生し得る自然災害に備え、防災・

減災、国土強靭化のための緊急対策を集中的に実施

しており、農業者自身も災害に備えた取組に努める

ことを重要とし、「食料・農業・農村基本計画」の

中で、農業経営の安定化のため収入保険と農業共済

に加入することが有効な手段として提言しています。

NOSAIは、農業経営のセーフティネット提供の

使命を果たすため、「未来へつなぐ」サポート運動

を展開するとともに、引き続きJA・農業会議・農

業再生協議会などの農業団体、更には県・市町村等

の行政機関と連携し、「問い合わせ窓口の設置」や「パ

ンフレットの配布」「説明機会の提供」「保有する農

業者情報の提供」などの協力を依頼していきます。

１　農作物・畑作物共済

昨年の被害状況は、水稲ではいもち病、７月～８

月の豪雨・強風による土砂流入・倒伏など、また、

麦では播種期～発芽期及び３月の降雨による土壌湿

潤害、５月の風雨による倒伏、一部コムギ赤カビ病、

大豆とそばでは播種期から成熟期の高温少雨・局地

的な豪雨による発芽・生育不良や倒伏、土砂流入の

被害が発生しました。

近年は、すべての共済目的においてシカ・イノシ

シによる食害や踏み荒らしの被害が多く発生しまし

た。

青色申告者には収入保険への加入を優先してお勧

めすることを基本とし、収入保険に加入できない又

は希望しない農業者には、全相殺方式や半相殺方式、

品質低下も対象となる品質方式などへの加入をお願

いしています。

全相殺方式は、概ね全量をJA等乾燥調製施設等

に出荷している方に加え、青色・白色申告決算書及

び関係書類により、収穫量等が把握できる方も加入

できます。

２　果樹共済

昨年の被害状況は、一部地域で５月10日の凍霜害

による着果不足等、りんごの一部品種で収穫間際の

降雨による胴割れ、ぶどうで高温と局地的な豪雨に
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よる裂果や晩腐病、また、炭疽病・輪紋病・黒星病

などの病害とカメムシなどの虫害による被害が発生

しました。

農作物共済・畑作物共済同様に、青色申告者には

収入保険への加入を優先してお勧めすることを基本

とし、収入保険に加入できない又は希望しない農業

者には、半相殺減収総合方式などへの加入をお願い

しています。

また、掛金が高いとお感じの方は、低い補償割合

や低い共済金額を選択することで、共済掛金を軽減

することもできます。

３　収入保険

収入保険は青色申告を行っている農業者が加入で

き、原則全ての農産物を対象に、自然災害や市場価

格の低下、生産者のケガや病気など、農業者の経営

努力では避けられない農業収入の減少を補償し、一

定以上の収入減少が発生した場合、保険金の支払い

対象となります。

また、災害にあった場合でも、保険金支払いまで

の間、事業運転資金へ役立てていただくため、無利

子となる「つなぎ融資」の制度もあり、安心した農

業経営の継続を支援しています。

令和６年度収入保険加入経営体数は、県・市町

村等の行政機関やJA・農業再生協議会等の農業団

体のご協力をいただき、個人3,636経営体、法人285

経営体で合計3,921経営体となり、令和５年度加入

3,564経営体に対し105％の増加率となりました。

主要品目別の加入状況は以下のとおりです。

令和５年保険契約に対する保険金等支払状況

は、個人693経営体に181,233万円、法人72経営体に

38,677万円、合計765経営体で計219,900万円となっ

ております。支払保険金等の多い品目の主な災害は、

野菜類は高温・干ばつ・ひょう害、果樹類は凍霜害

などとなります。

主要品目別の支払状況は以下のとおりです。

いつ起こるかわからない自然災害等のリスクに、

日頃から備えましょう。

補償内容、シミュレーション（試算）など詳しい

ことは、最寄りのNOSAI長野までお問い合わせく

ださい。
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緑色で、中齢以降に

なると淡緑色～暗褐

色へ変化し、側面の

白線が特徴的になる

（写真３）。すでに

県外では薬剤の感受

性低下が報告されて

いるため、散布薬剤

に注意が必要な虫種

である。同一作用機

構の薬剤の連用は避

け、ローテーション

散布に努める。

低温に弱く、露地

では越冬ができない

ため県内では現状大

きな課題となってい

ないと考えられる。

試験場内では、５月上中旬から誘殺され、実際の加

害が見られるのは、夏秋作のキャベツなどである。

３種のチョウ目害虫に共通するが、幼虫の体サイズ

が中～老齢になると薬剤の効果が低下しやすいこと

に加え、薬剤感受性が低下している場合もあり、防

除タイミングを逃すとその後の防除に苦慮する。大

型の幼虫であるため食害量も多い。ふ化した直後の

若齢幼虫や、その集団を見つけ、効果の高い剤を選

定し防除を実施する。

ハスモンヨトウ

成虫の前翅には、

特徴的な帯状の白色

紋があるため判別は

容易である。卵は葉

裏に卵塊（数十～数

百）で産卵される。

ヨトウガと異なり、

卵塊は鱗毛で覆われ

ており、シロイチモ

ジヨトウよりも大き

い。卵塊で産むため、

ふ化直後は集団で食害する。幼虫はイモムシ状に移

動し、頭部の後ろに１対の黒い斑紋がある（写真４）。

県内での発生は５月中旬頃からみられる。例年、

実際に、幼虫の加害を受けるのは、梅雨明け後、品

目としてはダイズなどが主である。雑食性のため、

増加しながら、イネ科以外の野菜・花き、果樹など

様々な作目を加害する。昨年度は、特に東北信地域

において発生が多く病害虫防除部から注意報が発令

された。突発的に大量発生することが多く、昨年度

多いから今年も多いとは限らない。病害虫防除部か

らの発生予察情報等を確認し、ほ場内の観察などか

ら発生状況を把握し、若齢期に防除を行う。

写真４　ハスモンヨトウの幼虫

話題の病害虫

大型チョウ目（ヤガ類）
野菜花き試験場　研究員　山岸　希

野菜・花き類では、多種のチョウ目害虫の被害に

遭う。近年、夏から秋にかけて南方系の大型チョウ

目（オオタバコガ、シロイチモジヨトウ、ハスモン

ヨトウ）の被害が顕著になっている。シロイチモジ

ヨトウ、ハスモンヨトウについては県内での越冬の

可能性が低いため、他地域からの飛来により発生が

開始し、夏場の高温、残暑が長いことなどから夏秋

期の被害が問題になると考えられている。ヤガ類の

ため、夜間に飛び産卵を行う。被害を最小限にする

ため、各害虫の特徴及び発生状況・防除のポイント

を捉え適切な防除を実施する。

オオタバコガ

卵は、一つずつ主

に葉裏に産卵され、

若齢幼虫の頭部は黒

く、胴体は黒色の毛

が生えた黒点が目立

ち（写真１）、老熟

幼虫に至るまで体色

は変化に富む。幼虫

は収穫部位の内部に食入するため、発見しにくい。

長野県では年２～３回発生し、塩尻市の野菜花き

試験場では、越冬世代成虫は４月～５月頃に誘殺さ

れる。越冬世代成虫の誘殺数は数頭程度とわずかで

あるが、世代を経るごとに増加する。

成虫の発生ピークは、８月下旬から９月で、10月

頃まで発生する。農業試験場病害虫防除部の発生予

察情報も活用できるが、フェロモンによる誘殺は雄

個体のみであり、雌成虫の産卵や幼虫の加害期とは、

ずれがある場合もある。夏秋期になると、世代が重

なりピークが見えづらくなる。そのため自身の圃場

での発生状況を確認するのが肝要である。花き類の

蕾や葉菜類の結球部、果菜類の茎などに食入すると

防除が困難となるため、卵から孵化した幼虫が内部

に食入するまでの期間が重要防除時期となる。葉菜

類では定植前のセル苗かん注処理が有効で、定植後

３～４週間程度効果が見込まれる。果菜類や花き類

では、管理作業の際に中上位にある葉や花蕾などに

産卵や幼虫による食害がないかこまめに観察する。

シロイチモジヨトウ

卵は、鱗毛で覆われた卵塊で産卵され、１雌あた

り数百～数千個ととても多い（写真２）。卵塊で産

むため、ふ化直後は集団で食害する。若齢幼虫は淡

写真１　オオタバコガ中齢幼虫

写真２　シロイチモジヨトウの卵塊

写真３　シロイチモジヨトウ老齢幼虫
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話題の農薬
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農薬担い手直送規格の取組みについて

JA全農長野では、農薬の担い手直送規格の取り
扱いを拡大すべく取組みを行っています。担い手直
送規格とは通常規格よりも大きな包装で効率的に製
造を行った規格（図１）であり、効率化できた部分
は価格を抑えて提供をしています。例えば、水稲除
草剤１㎏（10ａ分）の商品を20㎏包装２つ（４㏊分）
にして農薬製造工場から農家組合員の皆様に直接お
届けしています。完全受注生産のため、事前予約が
必要ですが、通常規格の農薬よりも価格を抑えるこ
とができます。

担い手直送規格の取組みは平成26年産から開始し
ており、今年で12年目となります。普及面積は年々
増加傾向にあり（図２）、普及面積の拡大に伴って
取扱商品ラインナップも増加しています。令和７年
産向けでは、約100商品（同一銘柄、別剤型を含む）
まで取扱いが拡大しております。

今後も、JA全農長野ではコスト低減のため、「担
い手直送規格」の取扱いを積極的に進めていきたい
と考えています。

（JA全農長野生産購買部肥料農薬課　中村浩樹）

植防短信 地域情報
千曲市力石地区における

トルコギキョウ立枯病防止対策の実施
長野管内では近年、トルコギキョウ立枯病が多発

しており、生産量の減少が課題になっています。
千曲市力石地区でも、被害が深刻化していること

から、JAと連携し令和６年８月に病害虫防除所の
職員を講師として、立枯病防止対策講習会を開催し、
糖含有珪藻土を利用した土壌還元消毒の効果や、ク
ロルピクリンによる土壌消毒の適切な消毒方法につ
いて学びました。講習会をきっかけに土壌還元消毒
に関心を持った生産者４名が、土壌還元消毒を行い
ました。また、同年９月にはクロルピクリン工業会
によるクロルピクリン適正使用研修会を開催し、土
壌消毒の時期や消毒効果の高い地温、適切な土壌の
水分量などについて再確認したことで、正しい方法
での土壌消毒を行おうという気運が高まりました。

令和７年度は立枯病発生状況の把握と、土壌消毒
方法について生産者への個別聞き取りのまとめや圃
場での調査を行っています。これらの結果をもとに
適切な土壌消毒や再汚染の防止対策について、生産
者ごとの個別指導をおこなう予定です。

また、昨年度の土壌
還元消毒実施圃場での
効果確認と、新たな有
機物資材を利用した土
壌還元消毒の検討な
ど、引き続き生産者と
関係者が連携して、対
策をおこなっていきま
す。

（長野農業農村支援センター　藤沢真由美）

水稲採種ほの漏生イネ抜き取りを行いました

近年、水稲の高温障害による品質低下が問題とな
っています。長野県でも主力品種の「コシヒカリ」
の品質低下による一等米比率の低下が問題となって
います。現場からは高温耐性のある品種の要望が非
常に高く、一部では「にじのきらめき」の栽培が行
われており、「にじのきらめき」の種子の生産が必
要になってきました。そこで令和７年から県で一部
「コシヒカリ」に変えて「にじのきらめき」の種子
の生産を飯山市瑞穂地区の採種ほ場でおこなうこと
になりました。

６月19日に関係者、生産者約40名が集まり、３班
に分かれて、「にじのきらめき」採種ほ場内の漏生
イネの抜き取りを行いました。当日は最高気温が30
℃を超える非常に暑
い日でしたが、大勢
の参加によりお昼過
ぎ に は 終 了 し ま し
た。今後も優良な種
子の生産ができるよ
う取り組んでいきま
す。

（北信農業農村支援センター　細野哲）

クロルピクリン適正使用研修会

図２　県内の担い手直送規格普及状況（ha）
（令和７年５月30日現在）

図１：担い手直送規格外装
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☆☆☆　試験場一般公開のお知らせ（南信農業試験場）　☆☆☆
　南信農業試験場では、県民の皆様に最前線の試験研究成果や、ほ場・研究施設などをご覧頂くとともに、様々
な品種の試食などを通して農業への理解を深めていただくため、「試験場一般公開」を開催します。
○ テ ー マ ： 南信州生まれのなし新品種「天空のしずく」を見る、知る、味わう
○ 所 在 地 ： 下伊那郡高森町下市田2476
○ 日　　時 ： 令和７年９月13日（土） 午前10時～午後１時
○ 主な内容 ： 試験研究の成果展示、日本なし果実などの販売、試験ほ場の見学、
　　　　　　　日本なしの試食、農業大学校の紹介 など
○ 問合せ先 ： 0265-35-2240 （参加費 無料・予約 不要）
＊ 天候不順などにより予告無く内容を変更する場合がありますので、ご了承ください。

・令和６年度収支決算

科　　　　目 特別会計 事業会計 法人会計 合計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
　　　経常収益計 8,120 91,347 2,248 101,715
　　　事業費計 13,706 73,984 7,324 95,014
　　　当期経常増減額 -5,586 17,362 -5,076 6,700
２．経常外増減の部
　　　経常外収益 0 0 0 0
　　　経常外費用 0 0 0 0
　　　当期経常外増減額 0 0 0 0
　　他会計振替額 5,586 -10,667 5,080 0
　　法人税、住民税及び事業税 0 993 4 997
　　当期一般正味財産増減額 0 5,704 0 5,704
　　一般正味財産期首残高 0 94,826 32,400 127,226
　　一般正味財産期末残高 0 100,528 32,400 132,928
Ⅱ　指定正味財産増減の部 0 0 0 0
Ⅲ　正味財産期末残高 0 100,528 32,400 132,928

●第71回総会を開催しました

６月３日、ホテル犀北館で第71回総会が開催され

ました。総会では令和６年度の事業報告に続き、以

下の議案について審議が行われ、いずれも原案どお

り可決承認されました。

令和６年度収支決算に関する件

理事の改選に関する件

令和７年度会費及び負担金に関する件

令和７年度役員報酬額に関する件

（講演会）

これからのリンゴの病害虫防除について考える

　果樹試験場栽培部長　　江口 直樹氏

　植物防疫協会事務局長　笹脇 彰徳氏

・令和７年度役員

会　長 北原　富裕

副会長
片井　基典

壬生　　親

常務理事 中島　賢生

理　事

中村　光男

小山　清孝

佐々木直人

櫻井　　孝

飯島　章彦

監　事

宮澤　哲弘

青木　哲也

原　　康一

【行事】
５月８日　監事による監査（長野市）
５月16日　理事会（長野市）
６月３日　第71回総会（長野市）
６月10～11日、20日　農薬等普及展示ほ（水田除草

剤）巡回調査検討会

「ながの植物防疫」はホームページでもご覧になれます。
ＵＲＬ　https://www.nagano-ppa.jp/

協会だより


